
青谷町戦没者慰霊祭事業補助金交付要綱  
 

（趣旨）  
第１条 この要綱は、青谷町戦没者慰霊祭事業補助金（以下「本補助金」という。）につい

て、鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  
 
 （交付目的）  
第２条 本補助金は、戦没者を慰霊し、遺族の心情に配慮するとともに恒久平和を実現す

る市民意識の向上を図ることを目的として、青谷町遺族会が行う青谷町戦没者慰霊祭事

業（以下「補助対象事業」という。）に補助金を交付するものとする。  
 
 （補助対象経費）  
第 ３ 条  本 補 助 金 の 対 象 と な る 経 費（ 以 下「 補 助 対 象 経 費 」と い う 。）は 、補

助 対 象 事 業 に 要 す る 経 費 の う ち 次 に 掲 げ る も の と す る 。  
 ( 1 )  報 償 費  
 ( 2 )  需 用 費 （ 食 糧 費 を 除 く 。 ）  
 ( 3 )  役 務 費  
 ( 4 )  委 託 料  
 ( 5 )  使 用 料 及 び 賃 借 料  
２  補助事業者が消費税の課税事業者である場合、補助対象経費には仕入控除税額（補助

対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年

法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と、当

該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た

金額の合計額をいう。）を除く。  
 
 （補助金の額等）  
第４条 本補助金は、補助対象経費の総額に１０分の１０を乗じて得た額以内で算定し、

予算の範囲内で交付する。  
 

（交付申請）  
第５条 本補助金の交付申請は、事業計画書及び収支予算書を添付して事業着手の前まで

に行わなければならない。  
２ 規則第４条の申請書に添付すべき同条第１号に規定する書類は、様式第１号によるも

のとする。  
 
 （交付時期）  
第６条 本補助金は、事業の運営が円滑に行われるよう、規則第１１条第１項ただし書の

規定によりその全部又は一部を概算払により交付できるものとする。  



（承認を要しない変更）  
第７条 規則第９条第１項の市長が別に定める軽微な変更は、次の各号に掲げる事項に該

当するもの以外のものとする。  
（１）  本補助金の増額  
（２）  本補助金の２割を超える減額  
 
 （実績報告）  
第８条 規則第１２条に定める実績報告は、事業報告書、収支決算書、帳簿の写し、預貯

金通帳の写し及び第３条に規定する経費に係る支出証票の写しを添付して、本補助金の

交付を受けた年度の翌年度の４月１０日までに行わなければならない。  
２ 規則第１２条の実績報告書に添付すべき同条第１号に規定する書類は、様式第１号に

よるものとする。  
 

(検査) 

第９条 規則第 18 条の規定により、本補助金に係る検査を行うものとする。この場合、検

査員は、検査を行ったときは速やかに調書(様式第１号)を作成し、市長に復命しなけれ

ばならない。 

 

 （雑則）  
第１０条 この要綱に定めるもののほか、本補助金について必要な事項は、市福祉部長が

別に定める。  
 
   附 則  

この要綱は、平成１７年５月１２日から施行し、平成１７年度補助金から適用する。  
   附 則  

この要綱は、平成１８年５月２５日から施行し、平成１８年度補助金から適用する。  
附 則  

この要綱は、平成１９年４月１日から施行し、平成１９年度補助金から適用する。  
附 則  

この要綱は、令和５年９月２９日から施行し、令和５年度補助金から適用する。  
附  則  

この要綱は、令和８年４月１日から施行し、令和８年度補助金から適用する。  
 
 
 
 
 
 
 



様式第１号（第５条、第８条関係） 

 

  青谷町戦没者慰霊祭事業補助金交付要綱に対する  
事業計画（報告）書 

 

 

 

実 施 期 間 

     

交付決定の日 から    年  月  日（ ） 

 

事 業 内 容 

 

 

 

消費税の取

り扱い 

〔一般課税事業者  ・ 簡易課税事業者  ・ 免税事業者  ・特

定収入割合が５％を超えている公益法人 ・ 仕入控除税額

が明らかでない一般課税事業者〕 

 

そ  の  他 

 

 

 

 


